
自治体名：広島県 年度：平成28年度会計：全体会計   貸借対照表(BS) （単位：百万円）科目名科目名科目名科目名【資産の部】  固定資産 3,532,500    有形固定資産 2,980,136      事業用資産 941,542        土地 696,682        立木竹 3,266        建物 625,689        建物減価償却累計額 -389,328        工作物 3,614        工作物減価償却累計額 -1,853        船舶 583        船舶減価償却累計額 -510        浮標等 -        浮標等減価償却累計額 -        航空機 2,628        航空機減価償却累計額 -814        その他 636        その他減価償却累計額 -        建設仮勘定 949      インフラ資産 2,013,378        土地 516,807        建物 16,401        建物減価償却累計額 -4,944        工作物 3,248,561        工作物減価償却累計額 -1,793,225        その他 52,728        その他減価償却累計額 -37,209        建設仮勘定 14,258      物品 71,251      物品減価償却累計額 -46,035    無形固定資産 29,735      ソフトウェア 996      その他 28,740    投資その他の資産 522,629      投資及び出資金 171,559        有価証券 11,303        出資金 160,184        その他 72      長期延滞債権 5,918      長期貸付金 48,519      基金 293,999        減債基金 229,584        その他 64,415      その他 2,633      徴収不能引当金 -  流動資産 187,236    現金預金 57,515    未収金 10,889    短期貸付金 4,438    基金 79,199      財政調整基金 27,069      減債基金 52,130    棚卸資産 23,441    その他 12,686    徴収不能引当金 -932  繰延資産 -資産合計 3,719,736

報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）金額金額金額金額



自治体名：広島県 年度：平成28年度会計：全体会計   貸借対照表(BS) （単位：百万円）科目名科目名科目名科目名 報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）金額金額金額金額【負債の部】  固定負債 2,617,074    地方債等 2,288,563    長期未払金 634    退職手当引当金 297,691    損失補償等引当金 1,415    その他 28,771  流動負債 268,998    １年内償還予定地方債等 217,687    未払金 31,025    未払費用 -    前受金 102    前受収益 2    賞与等引当金 13,414    預り金 6,433    その他 335負債合計 2,886,072【純資産の部】  固定資産等形成分 3,616,137  余剰分（不足分） -2,782,473  他団体出資等分 -純資産合計 833,664負債及び純資産合計 3,719,736



自治体名：広島県 年度：平成28年度会計：全体会計   行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）科目名科目名科目名科目名  経常費用 871,494    業務費用 559,406      人件費 296,127        職員給与費 285,391        賞与等引当金繰入額 12,927        退職手当引当金繰入額 -9,496        その他 7,304      物件費等 164,199        物件費 52,257        維持補修費 18,433        減価償却費 85,937        その他 7,573      その他の業務費用 99,081        支払利息 28,536        徴収不能引当金繰入額 684        その他 69,860    移転費用 312,088      補助金等 282,896      社会保障給付 20,517      その他 8,675  経常収益 81,236    使用料及び手数料 52,224    その他 29,012純経常行政コスト 790,258  臨時損失 9,235    災害復旧事業費 3,286    資産除売却損 4,444    損失補償等引当金繰入額 12    その他 1,493  臨時利益 15    資産売却益 -    その他 15純行政コスト 799,478

報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）金額金額金額金額



自治体名：広島県 年度：平成28年度会計：全体会計   純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）科目名科目名科目名科目名 合計合計合計合計 固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分 余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分) 他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分前年度末純資産残高 678,751 3,523,451 -2,844,700 -  純行政コスト（△） -799,478 -799,478 -  財源 797,379 797,379 -    税収等 692,126 692,126 -    国県等補助金 105,254 105,254 -  本年度差額 -2,099 -2,099 -  固定資産等の変動（内部変動） -16,009 16,009    有形固定資産等の増加 42,312 -42,312    有形固定資産等の減少 -88,938 88,938    貸付金・基金等の増加 124,426 -124,426    貸付金・基金等の減少 -93,809 93,809  資産評価差額 -4,963 -4,963  無償所管換等 7,396 7,396  他団体出資等分の増加 - -  他団体出資等分の減少 - -  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -  その他 154,578 154,185 393  本年度純資産変動額 154,913 140,610 14,303 -本年度末純資産残高 833,664 3,664,061 -2,830,397 -

報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）



自治体名：広島県 年度：平成28年度会計：全体会計   資金収支計算書(CF) （単位：百万円）科目名科目名科目名科目名【業務活動収支】  業務支出 802,366    業務費用支出 490,278      人件費支出 307,201      物件費等支出 77,401      支払利息支出 28,505      その他の支出 77,172    移転費用支出 312,088      補助金等支出 282,896      社会保障給付支出 20,517      その他の支出 8,675  業務収入 851,453    税収等収入 689,789    国県等補助金収入 82,497    使用料及び手数料収入 52,231    その他の収入 26,935  臨時支出 4,476    災害復旧事業費支出 3,286    その他の支出 1,190  臨時収入 15業務活動収支 44,627【投資活動収支】  投資活動支出 142,349    公共施設等整備費支出 40,394    基金積立金支出 73,506    投資及び出資金支出 488    貸付金支出 27,962    その他の支出 -  投資活動収入 130,957    国県等補助金収入 23,854    基金取崩収入 68,195    貸付金元金回収収入 32,080    資産売却収入 4,961    その他の収入 1,868投資活動収支 -11,392【財務活動収支】  財務活動支出 240,011    地方債等償還支出 240,011    その他の支出 -  財務活動収入 211,266    地方債等発行収入 210,986    その他の収入 280財務活動収支 -28,745本年度資金収支額 4,490前年度末資金残高 46,716比例連結割合変更に伴う差額 -本年度末資金残高 51,206前年度末歳計外現金残高 6,355本年度歳計外現金増減額 -46本年度末歳計外現金残高 6,309本年度末現金預金残高 57,515

報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）報告書（連結財務諸表）金額金額金額金額



注 記（全体財務諸表・連結財務諸表） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）作成方法 

① 全体財務諸表 

一般会計等財務諸表と同様の基準に基づき，一般会計等に地方公営事業会計を加

えて作成する。 

② 連結財務諸表 

連結対象とされる団体等の財務処理に関する基準に基づき作成された財務諸表を

基本として，連結を行っている。なお，連結対象団体の間での取引等については，

相殺消去により調整を行っている。 

（２）対象範囲 

① 全体財務諸表 

一般会計等の会計区分に加え，次の会計，団体を対象としている。 

 

 [公営企業会計] 

港湾特別整備事業費特別会計     流域下水道事業費特別会計 

病院事業会計            工業用水道事業会計 

土地造成事業会計          水道用水供給事業会計 

② 連結財務諸表 

全体財務諸表に加え，次の会計，団体を対象としている。 

 

    [地方独立行政法人] 

    公立大学法人 県立広島大学 

 

    [地方三公社] 

    広島県土地開発公社         広島県道路公社 

    広島県高速道路公社         広島県住宅供給公社 

 

    [出資法人] （第三セクター，公益法人等のうち，県からの出資の割合が25％以上の法人） 

    (公財)ひろしま文化振興財団     (公財)ひろしま国際センター 

    (公財)広島県男女共同参画財団    (一財)もみのき森林公園協会 

    (一財)中央森林公園協会       福山リサイクル発電(株)        

(一財)広島県環境保全公社      (公財)ひろしまこども夢財団 

(公財)広島原爆被爆者援護事業団   (公財)広島県地域保健医療推進機構   

(公財)ひろしま産業振興機構     (株)広島テクノプラザ 

   (株)ひろしまイノベーション推進機構 (一財)広島県農林振興センター 

    (一財)広島県森林整備・農業振興財団 (一社)広島県野菜価格安定資金協会 

    (一社)広島県山行苗木残苗補償協会  (一社)広島県果実生産出荷安定基金協会 

    (一財)広島県畜産協会        広島空港ビルディング(株) 

(株)ひろしま港湾管理センター   (公財)広島県下水道公社 

(株)水みらい広島         (公財)広島県教育事業団 

(公財)広島県スポーツ振興財団   (公財)暴力追放広島県民会議 


